
令和 6年第 1回 国東市議会臨時会 提出議案 

承認 

第 2号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5 年度国東市一般会計

補正予算第 9号) 
Ｐ １ 

承認 

第 3号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5 年度国東市立国東自

動車学校特別会計補正予算第 3号) 
Ｐ ３ 

承認 

第 4号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5 年度国東市国民健康

保険事業特別会計補正予算第 4号) 
Ｐ ５ 

承認 

第 5号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5 年度国東市介護保険

事業特別会計補正予算 保険事業勘定第 4 号 介護サービス事業勘

定第 3号) 

Ｐ ７ 

承認 

第 6号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5 年度国東市後期高齢

者医療事業特別会計補正予算第 4号) 
Ｐ ９ 

承認 

第 7号 
専決処分の承認を求めることについて(国東市税条例の一部改正) Ｐ１１ 

承認 

第 8号 

専決処分の承認を求めることについて（国東市税特別措置条例の一

部改正） 
Ｐ２３ 

承認 

第 9号 

専決処分の承認を求めることについて（国東市国民健康保険税条例

の一部改正） 
Ｐ２５ 

承認 

第 10 号 

専決処分の承認を求めることについて（国東市指定地域密着型サー

ビスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例の一部改正） 

Ｐ２７ 

承認 

第 11 号 

専決処分の承認を求めることについて（国東市指定地域密着型介護

予防サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例の一部改正） 

Ｐ３５ 

承認 

第 12 号 

専決処分の承認を求めることについて（国東市指定介護予防支援の

事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正） 

Ｐ４０ 

承認 

第 13 号 

専決処分の承認を求めることについて（国東市指定居宅介護支援の

事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正） 

Ｐ４４ 

報告 

第 3号 
専決処分の報告について（工事請負変更契約の締結について） Ｐ４８ 

報告 

第 4号 

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額を定めることにつ

いて） 
Ｐ５０ 

議案 

第 37 号 
国東市病院事業に係る料金条例の一部改正について Ｐ５２ 



同意 

第 1号 
教育委員会教育長の任命について Ｐ５３ 

同意 

第 2号 
教育委員会委員の任命について Ｐ５４ 

同意 

第 3号 
固定資産評価審査委員会委員の選任について Ｐ５５ 

同意 

第 4号 
固定資産評価審査委員会委員の選任について Ｐ５６ 

同意 

第 5号 
固定資産評価審査委員会委員の選任について Ｐ５７ 

同意 

第 6号 
固定資産評価審査委員会委員の選任について Ｐ５８ 

同意 

第 7号 
公平委員会委員の選任について Ｐ５９ 

同意 

第 8号 
監査委員の選任について Ｐ６０ 

承認 １２件 

報告  ２件 

議案  １件 

同意 ８件 

計 ２３件 
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承認第 2号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5年度国東市一般会計補正

予算第 9号) 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治
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専決処分書 

 令和 5年度国東市一般会計補正予算(第 9号)について、地方自治法(昭和 22 年法律

第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

  令和 6年 3月 31 日 

国東市長 松 井 督 治
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承認第 3号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5年度国東市立国東自動車

学校特別会計補正予算第 3号) 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治
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専決処分書 

 令和 5年度国東市立国東自動車学校特別会計補正予算(第 3号)について、地方自治

法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

  令和 6年 3月 31 日 

国東市長 松 井 督 治
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承認第 4号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5年度国東市国民健康保険

事業特別会計補正予算第 4号) 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治
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専決処分書 

 令和 5年度国東市国民健康保険事業特別会計補正予算(第 4号)について、地方自治

法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

  令和 6年 3月 31 日 

国東市長 松 井 督 治
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承認第 5号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5年度国東市介護保険事業

特別会計補正予算 保険事業勘定第 4号 介護サービス事業勘定第 3号) 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治
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専決処分書 

 令和 5年度国東市介護保険事業特別会計補正予算(保険事業勘定第 4号 介護サー

ビス事業勘定第 3号)について、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項

の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

  令和 6年 3月 31 日 

国東市長 松 井 督 治
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承認第 6号 

専決処分の承認を求めることについて(令和 5年度国東市後期高齢者医

療事業特別会計補正予算第 4号) 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治
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専決処分書 

 令和 5年度国東市後期高齢者医療事業特別会計補正予算(第 4号)について、地方自

治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙のとおり専決処分す

る。 

  令和 6年 3月 31 日 

国東市長 松 井 督 治
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承認第 7 号 

専決処分の承認を求めることについて(国東市税条例の一部改正) 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定により、別紙専決処分

書のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求め

る。 

  令和 6 年 5 月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治 
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専決処分書 

国東市税条例の一部改正について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1

項の規定により専決処分する。 

令和6年3月31日 

国東市長 松 井 督 治 

国東市税条例の一部を改正する条例 

国東市税条例(平成18年国東市条例第66号)の一部を次のように改正する。 

第34条の7第1項中「若しくは金銭」を削り、同項第3号を次のように改める。 

(3) 所得税法第78条第2項第4号に規定する公益信託(大分県知事又は大分県教育

委員会の所管するものに限る。)の信託財産とするために支出した当該公益信託

に係る信託事務に関連する寄附金 

第51条第2項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に次の

ただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、

かつ、市民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

第51条第3項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。 

第56条中「第64条第4項」を「第152条第5項」に改める。 

第71条第2項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に次の

ただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当する

ことが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、

この限りでない。 

第71条第3項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。 

第139条の3第2項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に

次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに

該当することが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

第139条の3第3項中「によって」を「により」に改める。 

附則第4条の2を削る。 

附則第5条の次に次の1条を加える。 
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(令和6年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例) 

第5条の2 所得割の納税義務者の選択により、法附則第4条の4第4項に規定する特例

損失金額(以下この項において「特例損失金額」という。)がある場合には、特例

損失金額(同条第4項に規定する災害関連支出がある場合には、第3項に規定する申

告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。以下この項及び次項において

「損失対象金額」という。)について、令和5年において生じた法第314条の2第1

項第1号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用することができる。

この場合において、第34条の2の規定により控除された金額に係る当該損失対象金

額は、その者の令和7年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属

する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失

対象金額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

2 前項前段の場合において、第34条の2の規定により控除された金額に係る損失対

象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第48条の6第1項

に規定する親族の有する法附則第4条の4第4項に規定する資産について受けた損

失の金額(以下この項において「親族資産損失額」という。)があるときは、当該

親族資産損失額は、当該親族の令和7年度以後の年度分で当該親族資産損失額が生

じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用につ

いては、当該親族資産損失額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

3 第1項の規定は、令和6年度分の第36条の2第1項又は第4項の規定による申告書(そ

の提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第36条の3第1項の確定申告書を含む。)に第1項の規

定の適用を受けようとする旨の記載がある場合(これらの申告書にその記載がな

いことについてやむを得ない理由があると市長が認める場合を含む。)に限り、適

用する。 

附則第6条中「附則第4条の4第3項」を「附則第4条の5第3項」に改める。 

附則第7条の4の次に次の4条を加える。 

(令和6年度分の個人の市民税の特別税額控除) 

第7条の5 令和6年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の8第4項及び第5項に規

定するところにより控除すべき市民税に係る令和6年度分特別税額控除額を、前年

の合計所得金額が1,805万円以下である所得割の納税義務者(次条及び附則第7条

の7において「特別税額控除対象納税義務者」という。)の第34条の3、第34条の6

から第34条の9まで、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附則第7条の3の2第1項、

前条及び附則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

2 前項の規定の適用がある場合における第34条の7第2項、第47条の5第1項及び前条

の規定の適用については、第34条の7第2項及び前条中「附則第5条の6第2項」とあ

るのは「附則第5条の6第2項及び法附則第5条の8第6項」と、第47条の5第1項中「課
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した」とあるのは「附則第7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合に課す

べき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場

合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第7条の5第1項の規

定の適用がないものとした場合における前々年中」とする。 

(令和6年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例) 

第7条の6 令和6年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書に記載す

べき各納期の納付額については、第41条の規定にかかわらず、次に定めるところ

による。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市

民税の額(前条第1項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収

に係る個人の市民税の額をいう。)、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の県

民税の額(法附則第5条の8第1項及び第2項の規定の適用がないものとした場合

に算出される普通徴収に係る個人の県民税の額をいう。)及び普通徴収に係る森

林環境税の額の合算額(以下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の住民税の額」という。)からその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、

普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額

を控除した額(以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額」という。)がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額

を4で除して得た金額（当該金額に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた

金額。以下この項において「分割金額」という。)に3を乗じて得た金額をその

者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相

当する金額(以下この項において「第1期分金額」という。)に満たない場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第40条第1項に規定する第1期

の納期(以下この項、次項及び次条第1項において「第1期納期」という。)にお

いてはその者の第1期分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期においてはその者の分

割金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、その者の第1期分金額とその者

の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納

期の納付額は、第1期納期においてはないものとし、第40条第1項に規定する第2

期の納期(以下この項及び次条第1項において「第2期納期」という。)において

はその者の第1期分金額とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第40条第1項に規定す

る第3期の納期(以下この項において「第3期納期」という。)及び同条第1項に規
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定する第4期の納期(以下この項において「第4期納期」という。)においてはそ

の者の分割金額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、かつ、

その者の第1期分金額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との合計額に満

たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第1期納期及

び第2期納期においてはないものとし、第3期納期においてはその者の第1期分金

額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第4期納期においては

その者の分割金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との合計

額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第1

期納期、第2期納期及び第3期納期においてはないものとし、第4期納期において

はその者の普通徴収に係る個人の市民税の額及び普通徴収に係る個人の県民税

の額の合算額とする。 

2 令和6年度分の個人の市民税(第1期納期から第47条第1項の規定により普通徴収

の方法によって徴収されることとなったものを除く。)を同項の規定により普通徴

収の方法によって徴収する場合については、前項の規定は、適用しない。 

(令和6年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例) 

第7条の7 令和6年度分の個人の市民税に限り、第47条の2第1項の規定により特別徴

収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税(第3項に

おいて「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。)の額及び同条第2項

の規定により普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個

人の市民税の額については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の市

民税の額(附則第7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合に算出される

第47条の2第1項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び

均等割額(これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及び第

5号において同じ。)の合算額(以下この号及び第5号において「年金所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額」という。)をいう。以下この号及び第3項第1

号において同じ。)からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

を控除した額(以下この項及び第3項において「年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額」という。)がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の市民税の額(特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別

税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額(特別税額控除前の年金所得に
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係る個人の市民税の額の2分の1に相当する額をいう。以下この号において同

じ。)を控除した額をいう。以下この号において同じ。)を2で除して得た金額(当

該金額に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が1,000円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項におい

て「第2期分金額」という。)をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の市民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項において「第1期分

金額」という。)に満たない場合には、第1期納期及び第2期納期に普通徴収の方

法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額(以下こ

の項において「普通徴収対象税額」という。)並びに第47条の3に規定する特別

徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年

金等に係る所得に係る個人の市民税の額(以下この項及び第3項において「特別

徴収対象税額」という。）は、第1期納期においてはその者の第1期分金額から

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、第2期納期においてはその者の第2期分金額に相当する税額、当

該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間においてはその者の

特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額を3で除して得た金額(当該

金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が100円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分

割金額」という。)に2を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収

に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項におい

て「10月分金額」という。)に相当する税額、同年12月1日から翌年の3月31日ま

での間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、その者の第1期分金額とそ

の者の第2期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別

徴収対象税額は、第1期納期における税額はないものとし、第2期納期において

はその者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額からその者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、

当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間においてはその者

の10月分金額に相当する税額、同年12月1日から翌年の3月31日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額以上であり、

かつ、その者の第1期分金額、その者の第2期分金額及びその者の10月分金額の

合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1

期納期及び第2期納期における税額はないものとし、当該年度の初日の属する年
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の10月1日から11月30日までの間においてはその者の第1期分金額、その者の第2

期分金額及びその者の10月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年12月1日から

翌年の3月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期分金額及びその者の10月分金

額の合計額以上であり、かつ、その者の第1期分金額、その者の第2期分金額、

その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納期及び第2期納期並びに当該年

度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間における税額はないもの

とし、同年12月1日から翌年の1月31日までの間においてはその者の第1期分金額、

その者の第2期分金額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額から

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、同年2月1日から3月31日までの間においてはその者の分割金額に

相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期分金額、その者の10月分金額

及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額及び特

別徴収対象税額は、第1期納期及び第2期納期並びに当該年度の初日の属する年

の10月1日から翌年の1月31日までの間における税額はないものとし、同年2月1

日から3月31日までの間においてはその者の年金所得に係る所得割額及び均等

割額の合算額に相当する税額とする。 

2 前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用については、同条

第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の10月1日か

ら翌年の3月31日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収

対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第7条の7第1項各

号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

3 令和6年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税の

額(第1項の規定の適用があるものを除く。)については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額(特別

税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第47条の5第1項に規定する

年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号において同

じ。)を3で除して得た金額(当該金額に100円未満の端数があるとき、又は当該

金額の全額が100円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた

金額。以下この項において「分割金額」という。)に2を乗じて得た金額をその
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者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相

当する金額(以下この項において「10月分金額」という。)に満たない場合には、

特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの

間においてはその者の10月分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年12月1日から翌年の3

月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の10月分金額以上であり、かつ、その者の10月分金額とその

者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度

の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間における税額はないものと

し、同年12月1日から翌年の1月31日までの間においてはその者の10月分金額と

その者の分割金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年2月1日から3月31日までの

間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の10月分金額とその者の分割金額との合計額以上である場合

には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月1日から翌年の1

月31日までの間における税額はないものとし、同年2月1日から3月31日までの間

においてはその者の第47条の5第2項の規定により読み替えられた第47条の2第1

項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

4 前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用については、同条

第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の10月1日か

ら翌年の3月31日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収

対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第7条の7第3項各

号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

5 令和6年度分の個人の市民税につき第47条の6第1項の規定の適用がある場合につ

いては、前各項の規定は、適用しない。 

(令和7年度分の個人の市民税の特別税額控除) 

第7条の8 令和7年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の12第3項及び第4項に

規定するところにより控除すべき市民税に係る令和7年度分特別税額控除額を、同

条第3項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第34条の3、第34条の6から第34

条の9まで、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附則第7条の3の2第1項、附則第7

条の4及び附則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

附則第8条第2項中「前条」を「附則第7条の4」に改め、同条第3項中「第34条の9

第1項」の次に「、附則第7条の5第1項及び前条」を加え、「同項中」を「第34条の9

第1項中」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、附則第7
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条の5第1項中「前条及び」とあるのは「前条、附則第8条第2項及び」と、前条中「附

則第7条の4及び」とあるのは「附則第7条の4、次条第2項及び」とする」に改める。 

附則第10条の2中第21項を削り、同条第20項を同条第21項とし、同条第19項中「附

則第15条第25項第3号ハ」を「附則第15条第25項第4号ハ」に改め、同項を同条第20

項とし、同条第18項中「附則第15条第25項第3号ロ」を「附則第15条第25項第4号ロ」

に改め、同項を同条第19項とし、同条第17項中「附則第15条第25項第3号イ」を「附

則第15条第25項第4号イ」に改め、同項を同条第18項とし、同条第16項中「附則第15

条第25項第2号ハ」を「附則第15条第25項第3号ハ」に改め、同項を同条第17項とし、

同条第15項中「附則第15条第25項第2号ロ」を「附則第15条第25項第3号ロ」に改め、

同項を同条第16項とし、同条第14項中「附則第15条第25項第2号イ」を「附則第15

条第25項第3号イ」に改め、同項を同条第15項とし、同条第13項の次に次の1項を加

える。 

14 法附則第15条第25項第2号に規定する設備について同号に規定する条例で定め

る割合は7分の6とする。 

附則第10条の2第22項中「附則第15条第33項」を「附則第15条第32項」に改め、同

条第23項中「附則第15条第38項」を「附則第15条第37項」に改め、同条第27項を第

28項とし、同条第26項を同条第27項とし、同条第25項中「附則第15条第43項」を「附

則第15条第42項」に改め、同項を同条第26項とし、同条第24項中「附則第15条第42

項」を「附則第15条第41項」に改め、同項を同条第25項とし、同条第23項の次に次

の1項を加える。 

24 法附則第15条第38項に規定する条例で定める割合は2分の1とする。 

附則第10条の3第14項を同条第15項とし、同条第13項中「附則第7条第17項」を「附

則第7条第18項」に改め、同項を同条第14項とし、同条第12項中「附則第7条第16項

各号」を「附則第7条第17項各号」に改め、同項を同条第13項とし、同条第11項中「附

則第7条第11項各号」を「附則第7条第12項各号」に改め、同項を同条第12項とし、

同条第10項中「附則第7条第10項各号に規定する」を「附則第7条第11項各号に掲げ

る」に改め、同項を同条第11項とし、同条第9項中「附則第7条第9項各号」を「附則

第7条第10項各号」に改め、同項を同条第10項とし、同条第8項中「附則第7条第8項

各号」を「附則第7条第9項各号」に改め、同項を同条第9項とし、同条中第7項を第8

項とし、第3項から第6項までを1項ずつ繰り下げ、第2項の次に次の1項を加える。 

3 市長は、法附則第15条の7第1項又は第2項の認定長期優良住宅のうち区分所有に

係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優良

住宅の普及の促進に関する法律(平成20年法律第87号)第5条第4項に規定する管理

者等から、法附則第15条の7第3項に規定する期間内に施行規則附則第7条第4項に

規定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第15条の7

第1項又は第2項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にか



20 
 

かわらず、同条第1項又は第2項の規定を適用することができる。 

附則第11条の見出し中「令和3年度から令和5年度まで」を「令和6年度から令和8

年度まで」に改める。 

附則第11条の2の見出し中「令和4年度又は令和5年度」を「令和7年度又は令和8

年度まで」に改め、同条第1項中「令和4年度分又は令和5年度分」を「令和7年度分

又は令和8年度分」に改め、同条第2項中「令和4年度適用土地又は令和4年度類似適

用土地」を「令和7年度適用土地又は令和7年度類似適用土地」に、「令和5年度分」

を「令和8年度分」に改める。 

附則第12条の見出し中「令和3年度から令和5年度まで」を「令和6年度から令和8

年度まで」に改め、同条第1項中「令和3年度から令和5年度まで」を「令和6年度か

ら令和8年度まで」に改め、「(商業地等に係る令和4年度分の固定資産税にあっては、

100分の2.5)」及び「(令和3年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税

の課税標準額)」を削り、同条第2項及び第3項中「令和4年度分及び令和5年度分」を

「令和6年度から令和8年度までの各年度分」に改め、同条第4項及び第5項中「令和3

年度から令和5年度まで」を「令和6年度から令和8年度まで」に改める。 

附則第13条の見出し中「令和3年度から令和5年度まで」を「令和6年度から令和8

年度まで」に改め、同条中「令和3年度から令和5年度まで」を「令和6年度から令和

8年度まで」に改め、「。以下この項において同じ。」及び「(令和3年度分の固定資

産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額)」を削る。 

附則第15条第1項中「令和3年度から令和5年度まで」を「令和6年度から令和8年度

まで」に改め、同条第2項中「令和6年3月31日」を「令和9年3月31日」に改める。 

附則第16条の3第3項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

16条の3第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第16条の4第3項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

16条の4第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第17条第3項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

17条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第18条第5項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第
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18条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第19条第2項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

19条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第20条第2項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第20条の2第2項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の2第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第20条の2第5項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の2第3項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第20条の3第2項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の3第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第20条の3第5項に次の1号を加える。 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の3第3項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

   附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第5条の2の規定及び附則第6条の改正規定 公布の日 

(2) 第56条の改正規定 令和7年4月1日 

(3) 第34条の7第1項の改正規定、附則第4条の2を削る改正規定及び次条の規定  

公益信託に関する法律(令和6年法律第   号)の施行の日の属する年の翌

年の1月1日 

(市民税に関する経過措置) 

第2条 所得税法等の一部を改正する法律(令和6年法律第8号)附則第3条第1項の規
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定の適用がある場合における前条第3号に掲げる規定による改正後の市税条例第

34条の7第１項(第3号に係る部分に限る。)の規定の適用については、同項第3号中

「寄附金」とあるのは、「寄附金(所得税法等の一部を改正する法律(令和6年法律

第8号)附則第3条第1項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第1

条の規定による改正前の所得税法第78条第3項の規定により特定寄附金とみなさ

れるものを含む。)」とする。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第3条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の市税条例の規定中固

定資産税に関する部分は、令和6年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和5年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

2 令和2年4月1日から令和6年3月31日までの間に新たに取得された地方税法等の一

部を改正する法律(令和6年法律第4号)第1条の規定による改正前の地方税法（昭和

25年法律第226号。次項及び第4項において「旧法」という。）附則第15条第25項

に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税について

は、なお従前の例による。 

3 平成29年4月1日から令和6年3月31日までの間に受けた旧法附則第15条第32項に

規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固

定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

4 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律(令和2年法律第43号)の施行の日か

ら令和6年3月31日までの間に整備された旧法附則第15条第39項に規定する滞在快

適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 
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 承認第 8号 

 

   専決処分の承認を求めることについて(国東市税特別措置条例の一部改正) 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

 

国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 

国東市税特別措置条例の一部改正について、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第

179 条第 1項の規定により専決処分する。 

 

  令和 6年 3月 31 日 

 

            国東市長 松 井 督 治    

 

 

   国東市税特別措置条例の一部を改正する条例 

 

 国東市税特別措置条例(平成18年国東市条例第67号)の一部を次のように改正する。 

 第 2 条第 1項中「令和 6年 3月 31 日」を「令和 9年 3月 31 日」に改める。 

第 5条第 1項及び第 2項中「令和 6年 3月 31 日」を「令和 8年 3月 31 日」に改め

る。 

 

   附 則 

この条例は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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 承認第 9号 

 

専決処分の承認を求めることについて(国東市国民健康保険税条例の一 

部改正) 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

 

国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 

国東市国民健康保険税条例の一部改正について、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第179条第1項の規定により専決処分する。 

 

令和6年3月31日 

 

                      国東市長 松 井 督 治  

 

 

   国東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

国東市国民健康保険税条例（平成18年国東市条例第69号）の一部を次のように改正

する。 

第2条第3項ただし書中「22万円」を「24万円」に改める。 

第21条第1項中「22万円」を「24万円」に改め、同項第2号中「29万円」を「29万5,000

円」に改め、同項第3号中「53万5,000円」を「54万5,000円」に改める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 （適用区分） 

2 この条例による改正後の国東市国民健康保険税条例の規定は、令和6年度以後の年

度分の国民健康保険税について適用し、令和5年度分までの国民健康保険税につい

ては、なお従前の例による。 
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 承認第 10 号 

 

専決処分の承認を求めることについて(国東市指定地域密着型サービス 

の事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部改正) 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

 

国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 

 国東市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例の一部改正について、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 179 条第 1項の規定により専決処分する。 

 

  令和 6年 3月 31 日 

 

国東市長 松 井 督 治    

 

   国東市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、 

設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

 国東市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例（平成25年国東市条例第2号）の一部を次のように改

正する。 

第25条に次の2号を加える。 

(10) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他利用者の行為を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を

行ってはならない。 

(11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第35条中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」という。)」

を加え、同条に次の2項を加える。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重要事項を記載した書面を当 

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつで 

も関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることがで 

きる。 

3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェ 

ブサイトに掲載しなければならない。 

第43条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第4号中「第

27条第11項」を「第27条第12項」に改め、同項第5号から第7号までの規定中「に

規定する」を「の規定による」に改め、同項に次の1号を加える。 

(8) 第25条第2項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第53条に次の2号を加える。 



29 
 

(8) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の 

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第60条第2項第2号から第5号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

め、同項に次の1号を加える。 

(6) 第53条第9項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第61条の9に次の2号を加える。 

(7) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

(8) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第61条の19第2項第2号から第5号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同項に次の1号を加える。 

(7) 第61条の9第7項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第61条の30に次の2号を加える。 

(6) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

(7) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の 

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第61条の37第2項第3号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同項に次の1号を加える。 

(8) 第61条の30第7項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者 

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録 

第73条に次の2項を加える。 

6 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

7 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第81条第2項第2号から第5号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改
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め、同項に次の1号を加える。 

(7) 第73条第7項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第85条第1項ただし書中「させ、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併

設する前条第6項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務(当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は

指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これ

らの事業に係る職務を含む。)若しくは法第115条の45第1項に規定する介護予防・日

常生活支援総合事業(同項第1号ニに規定する第1号介護予防支援事業を除く。)」を「し、

又は他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第94条第5号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束

等」という。)」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の2号を加える。 

(9) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする)を3月に1回以上開催するとともに、その

結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

(10) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に

資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の安全並びに介護サービスの質の確保の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。)を定期的に開催しなければならない。 

第109条第2項第3号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第127条に次の5項を加える。 

4 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなけ

ればならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 
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(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。 

5 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療機関との間で、

利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、市長に届けなければならない。 

6 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律(平成10年法律第104号)第6条第17条第17項に規定する第2種協

定指定医療機関(以下「第2種協定指定医療機関」という。)との間で、新興感染症(同

条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条8項に規定する指定感染症又

は同条第9項に規定する新感染症をいう。以下同じ。)の発生時等の対応を取り決め

るように努めなければならない。 

7 指定認知症対対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協定指定医療機

関である場合においては、当時第2種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。 

8 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることがで

きるように努めなければならない。 

第129条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第132条第7項中第2号を削り、第3号を第2号とし、同条に次の1項を加える。 

11 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第1項第2号イの規定の適用

については、当該規定中「1」とあるのは、「10.9」とする。 

(1) 第94条10項に規定する委員会において、利用者の安全並びに介護サービスの

質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる事項につ

いて必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していくこと。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従事者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器(次号において「介

護機器」という。)の定期的な点検 

オ 地域密着型特定従業者に対する研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、

地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取
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組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認め

られること。 

第133条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第149条第2項中「あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければな

らない。」を「前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる

要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。」に改め、同項に

次の各号を加える。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保すること。 

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を常時確保していること。 

第149条に次の4項を加える。 

3 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療機関

との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機

関の名称等を、市長に届け出さなければならない。 

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第2種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

5 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協定指定医療機関が第2種協定

指定医療機関である場合である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との

間で、新興感染症の発生時等に対応について協議を行わななければならない。 

6 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合

においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができる

ように努めなければならない。 

第150条第2項第2号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第154条第8項第3号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、「又は介護支

援専門員(指定介護療養型医療施設の場合に限る。)」を削る。 

第168条の2中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該

協力医療機関」を加え、同条に次の1項を加える。 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、

1年に1回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等

における対応方法の変更を行わなければならない。 

第169条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第170条第5号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の記録

を行う」に改め、同条第6号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」
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を「の記録を行う」に改め、同条第7号中「に規定する」を「の規定による」に、「記

録する」を「の記録を行う」に改める。 

第175条第1項中「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変

等に備えるため」に、「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関

(第3号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。)」に改め、同項に次

のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件

を満たすこととしても差し支えない。 

第175条第1項に次の3号を加える。 

(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合におい

て診療を行う体制を、常時確保していること。 

(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要す

ると認められた入所者の入院を原則として受け入れられる体制を確保している

こと。 

第175条に次の4項を加える。 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、1年に1回以上、協力医療機関との間で、入

所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、

市長に届け出なければならない。 

4 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第2種協定指定医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

5 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第2種協定指定医療機関であ

る場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等

の対応について協議を行わなければならない。 

6 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に

入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるよ

うに努めなければならない。 

第179条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第190条に次の1項を加える。 

5 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理

等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

第194条第7項第4号を削り、第5号を第4号とする。 
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第195条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所に併設する前条第7項各号に掲げる施設等」を削る。 

第200条第1号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又はサー

ビスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並び

に療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条に次の1号を加える。 

(12) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。)を3月に1回以上開催するとともに、そ

の結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

研修を定期的に実施すること。 

第204条第2項第3号及び第6号から第9号までの規定中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

 

   附 則 

この条例は、令和6年4月1日から施行する。 
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 承認第 11 号 

 

専決処分の承認を求めることについて(国東市指定地域密着型介護予防 

サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する 

基準等を定める条例の一部改正) 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

 

国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 

 国東市指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正について、地方自治法(昭和 22 年

法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により専決処分する。 

 

  令和 6年 3月 31 日 

 

国東市長 松 井 督 治    

 

 

国東市指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る申請者の要件並 

びに人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正す 

る条例 

 

国東市指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（平成 25 年国東市条例第 3 号）の一部を次

のように改正する。 

第 7条第 1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第10条第2項中「指定介護療養型医療施設(健康保険法等の一部を改正する法律(平

成 18 年法律第 83 号)附則第 130 条の 2 第 1 項の規定によりなおその効力を有するも

のとされた同法第26条の規定による改正前の法第48条第 1項第 3号に規定する指定

介護療養型医療施設をいう。第 46 条第 6項において同じ。)」を「健康保険法等の一

部を改正する法律(平成 18年法律第83号)第 26条の規定による改正前の法第48条第

1項第 3号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

第 33 条中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」という。)」

を加え、同条に次の 2項を加える。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要事項を記載した書面を当該指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者

に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサ

イトに掲載しなければならない。 

第 41 条第 2 項第 2 号から第 5 号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同項に次の 1号を加える。 

(7) 次条第 11 号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以

下「身体的拘束等」という。)の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第 44 条第 14 号中「第 12 号」を「第 14 号」に改め、同号を同条第 16 号とし、同
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条第 13 号の次に次の 2号を加える。 

(14) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行ってはならない。 

(15) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第 46 条第 6項の表中「、指定介護療養型医療施設(医療法(昭和 23 年法律第 205 号)

第 7 条第 2 項第 4 号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。)」を削

る。 

第 47 条第 1 項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併

設する前条第6項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲

げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一

敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所(指定地域密着型サービス基

準条例第7条第1項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。

以下同じ。)の職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者(指定地域密着型サービス基準条例第 7条第 1

項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。)が、

指定夜間対応型訪問介護事業者(指定地域密着型サービス基準条例第49条第1項に規

定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。)、指定訪問介護事業者(指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 37

号。以下「指定居宅サービス等基準」という。)第 5 条第 1 項に規定する指定訪問介

護事業者をいう。以下同じ。)又は指定訪問看護事業者(指定居宅サービス等基準第 60

条第 1 項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。)の指定を併せて受け、

一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。)若しくは法

第 115 条の 45 第 1 項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業(同項第 1号ニに規

定する第 1 号介護予防支援事業を除く。)」を「他の事業所、施設等の職務」に改め

る。 

第 55 条第 1項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘

束等」という。)」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の 1項を加える。 

3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等を 

活用して行うことができるものとする。)を 3 月に 1 回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

第 55 条の次に次の 1条を加える。 
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(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を 

検討するための委員会の設置) 

第 55 条の 2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その

他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減に資する方策を検討するための委員会(テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。)を定期的に開催しなければならない。 

第 66 条第 2 項第 3 号から第 7 号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

第 74 条第 1 項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規

模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

第 81 条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」

を削る。 

第 85 条に次の 5項を加える。 

4 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように

努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う 

体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ 

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

5 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に 1回以上、協力医療機関 

との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機

関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

6 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患 

者に対する医療に関する法律(平成 10年法律第 114 号)第 6条第 17項に規定する第

2 種協定指定医療機関(次項において「第 2 種協定指定医療機関」という。)との間

で、新興感染症(同条第 7 項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第 8 項

に規定する指定感染症又は同条第 9項に規定する新感染症をいう。次項において同

じ。)の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

7 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第 2種協定指 

定医療機関である場合においては、当該第 2種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

8 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合

においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入

居させることができるように努めなければならない。 
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第 87 条第 2 項第 2 号から第 6 号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 

   附 則 

この条例は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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 承認第 12 号 

 

専決処分の承認を求めることについて(国東市指定介護予防支援の事業に係る

申請者の要件並びに人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正) 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

 

国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 

国東市指定介護予防支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する

基準等を定める条例の一部改正について、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179

条第 1項の規定により専決処分する。 

 

  令和 6年 3月 31 日 

 

国東市長 松 井 督 治 

 

 

国東市指定介護予防支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営    

に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

国東市指定介護予防支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する

基準等を定める条例(平成 27 年国東市条例第 3号)の一部を次のように改正する。 

第 5 条中「指定介護予防支援事業者は、」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者は、」に改め、同条に次の 1項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業

所ごとに 1 以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援支

援専門員を置かなければならない。 

第 6 条第 1 項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所(以下「指

定介護予防支援事業所」という。)」に改め、同条第 2項中「前項に規定する」を「地

域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置

く」に改め、同条に次の 2項を加える。 

3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第1項の規定により置

く管理者は、介護保険法施行規則(平成 11 年厚生省令第 36 号)第 140 条の 66 第 1

号イ(3)に規定する主任介護支援専門員(以下この項において「主任介護支援専門

員」という。)でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく

困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員(主任介護

支援専門員を除く。)を第 1項に規定する管理者とすることができる。 

4 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に

掲げる場合は、この限りでない。 

(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従

事する場合 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合(その管理する指定介護予防支援

事業所の管理に支障がない場合に限る。) 

第 7 条第 3 項中「担当職員」の次に「(指定居宅介護支援事業者である指定介護予
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防事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。)」

を加える。 

第 13 条に次の 2項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほか、

利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護

予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることがで

きる。 

3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防事業者は、前項に規定する費用の額

に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当

該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 

第 15 条中「指定介護予防支援事業者は、」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者は、」に改める。 

第 24 条中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」という。)」

を加え、同条に次の 2項を加える。 

2 指定介護予防支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定介護予防支援事

業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前

項の規定による掲示に代えることができる。 

3 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけ

ればならない。 

第 31 条第 2 項第 2 号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第 3 号

から第 5号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項に次の 1号

を加える。 

(6) 第 34 条第 2 号の規定による身体拘束その他利用者の行動を制限する行為(第

34 条第 2 号において「身体拘束等」という。)の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第 34 条第 17 号に次のように加える。 

エ ウの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただ

し、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月

から起算して 3月ごとの期間(以下この号において単に「期間」という。)につい

て、少なくとも連続する 2期間に 1回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、

利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者

に面接することができる。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者

の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担

当者その他の関係者の合意を得ていること。 

(ⅰ) 利用者の心身の状況が安定していること。 
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(ⅱ) 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができるこ 

 と 

(ⅲ) 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できな

い情報について、担当者から提供を受けること。 

第 34 条に次の 2号を加える。 

(30) 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命 

又は、身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束を行っては

ならない。 

(31) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 

   附 則 

この条例は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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 承認第 13 号 

 

専決処分の承認を求めることについて(国東市指定居宅介護支援の事業に 

係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する基準等を定める条例の一 

部改正) 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙専決処分書

のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

 

国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 

国東市指定居宅介護支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する

基準等を定める条例の一部改正について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179

条第 1項の規定により専決処分する。 

 

  令和 6年 3月 31 日 

 

国東市長 松 井 督 治    

 

 

国東市指定居宅介護支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び 

運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

国東市指定居宅介護支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に関する

基準等を定める条例（平成30年国東市条例第3号）の一部を次のように改正する。 

第5条第2項中「利用者の数が35」を「利用者の数(当該指定居宅介護支援事業者が

指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第115条の23第3項の規定により

地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当

該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援(法第58条第1項に規定する指

定介護予防支援をいう。以下この項及び第13条第26号において同じ。)を行う場合に

あっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における

指定介護予防支援の利用者の数に3分の1を乗じた数を加えた数。次項において同じ。)

が44」に改め、同条に次の1項を加える。 

3 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康保

険中央会(昭和34年1月1日に社団法人国民健康中央会という名称で設置された法人

をいう。)が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事

業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等の

ための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第

1項に規定する員数の基準は、利用者の数が49又はその端数を増すごとに1とする。 

第7条第2項中「開始に際し、あらかじめ、」の次に「利用者又はその家族に対し、」

を加え、同条第8項を同条第9項とし、同条第7項中「第4項」を「第5項」に改め、同

項を同条第8項とし、同条第6項中「第4項第1号」を「第5項第1号」に改め、同項を同

条第7項とし、同条第5項を同条第6項とし、同条第4項中「第7項」を「第8項」に改め、

同項を同条第5項とし、同条第3項を同条第4項とし、第2項の次に次の1項を加える。 

3 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成
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された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地

域密着型通所介護(以下この項において「訪問介護等」という。)がそれぞれ位置付

けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前6月間に当該指定居宅介護支援

事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの

回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなけ

なければならない。 

第16条第14号中「主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師」を「主治の医師等又は

薬剤師」に改め、同条第15号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウ

とし、アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただ

し、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも2月に1回、利用者の居宅

を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、

テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

(ⅰ) 利用者の心身の状況が安定していること。 

(ⅱ) 利用者がテレビ電話通報装置等を活用して意思疎通を行うことがで

きること。 

(ⅲ) 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把

握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

第16条に次の2号を加える。 

(31) 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者

の行動を制限する行為(以下「身体拘束等」という。)を行ってはならない。 

(32) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第25条中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」という。)」

を加え、同条に次の2項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定居宅介護支援事

業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前

項の規定による掲示に代えることができる。 

3 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけ

ればならない。 
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第32条第2項第3号から第5号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

め、同項に次の1号を加える。 

(6) 第16条第32項の規定による身体的拘束等の様態及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

附 則 

この条例は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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 報告第 3号 

 

   専決処分の報告について(工事請負変更契約の締結について) 

 

 工事請負変更契約の締結をすることについて、市長の専決処分事項に関する条例

(平成 20 年国東市条例第 22 号)第 4 号の規定に基づき別紙のとおり専決処分したの

で、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 180 条第 2 項の規定により議会に報告す

る。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

   国東市長 松 井 督 治    
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 専決処分書 

 

 次のように工事請負契約の一部を変更することについて、市長の専決処分事項に関

する条例（平成 20 年国東市条例第 22 号）第 4号の規定に基づき下記のとおり専決処

分する。 

 

  令和 6年 3月 11 日 

 

                  国東市長 松 井 督 治    

 

 

 

記 

 

 

 

 

1．工 事 名   令和 4年度（債務）国東小学校仮設校舎建設工事 

 

2．契約締結年月日 令和 4年 5月 16 日 

 

3．契約の相手方  住   所  国東市国東町富来浦 1560 番地 

          企  業  名  木戸産業株式会社 

          代表者氏名  代表取締役 山 田 耕 司 

 

4．契約変更事項  契約金額「160,277,700 円」を 

              「161,147,800 円」とする。 
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 報告第 4号 

 

   専決処分の報告について(和解及び損害賠償の額を定めることについて) 

 

 和解及び損害賠償の額を定めることについて、市長の専決処分事項に関する条例

(平成 20年国東市条例第22号)第 1号及び第 2号の規定に基づき別紙のとおり専決処

分したので、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 180 条第 2項の規定により議会に

報告する。 

 

  令和 6年 5月 15 日提出 

 

     国東市長 松 井 督 治    
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専決処分書 

 和解及び損害賠償の額を定めることについて、市長の専決処分事項に関する条例

（平成 20 年国東市条例第 22 号）第 1号及び第 2号の規定に基づき、下記のとおり専

決処分する。 

令和 6年 3月 13 日 

国東市長 松 井 督 治

記 

1. 事故の内容

令和 6年 2月 20 日午後 2時 20 分頃、市職員が国東市国東町深江の国道 213 

号を公用車にて走行中、前方車両に追突し、相手方の左後方部及びリアガラ 

スを破損させた。

2. 損害賠償の額  270,000 円 

3. 和解の内容

（1） 国東市は相手方に対し、相手方の損害額のうち、過失割合 10 割の金

270,000 円を支払う。

（2） 相手方は国東市に対して本件に関し、今後異議の申し立てをしない。

ただし、本件事故を原因とした治療費等については、別途協議する。

4. 和解の相手方
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議案第 37 号 

国東市病院事業に係る料金条例の一部改正について 

国東市病院事業に係る料金条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治 

国東市病院事業に係る料金条例の一部を改正する条例 

国東市病院事業に係る料金条例（平成 20 年国東市条例第 47 号）の一部を次のよう

に改正する。 

第 2 条第 1 項中「令和 4 年厚生労働省告示第 54 号」を「令和 6 年厚生労働省告示

第 57 号」に、「平成 30 年厚生労働省告示第 51 号」を「令和 6 年厚生労働省告示第 

64号」に、「令和 4 年厚生労働省告示第 59 号」を「令和 6 年厚生労働省告示第 62 

号」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 6年 6月 1日から施行する。 

提案理由 令和 6 年厚生労働省告示第 57 号により、診療報酬の算定方法等の改定が

行われたため、本条例の一部を改正する必要があるので提出する。 
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同意第 1号 

教育委員会教育長の任命について 

教育委員会教育長に次の者を任命することについて、地方教育行政の組織及び運営 

に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 4 条第 1 項の規定により、議会の同意

を求める。 

住  所  国東市武蔵町 

氏  名  岩光
いわみつ

 一郎
いちろう

 

生年月日  

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 教育長の任期が、令和 6 年 5 月 18 日をもって満了するため、次期教育

長を任命する必要があるので提出する。 
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同意第 2号 

教育委員会委員の任命について 

 教育委員会委員に次の者を任命することについて、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律(昭和 31 年法律第 162 号)第 4 条第 2 項の規定により、議会の同意を求め

る。 

住  所  国東市国見町

氏  名  福永
ふくなが

 泰
やす

信
のぶ

 

生年月日  

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 委員の任期が、令和 6 年 5 月 18 日をもって満了するため、再任する必

要があるので提出する。 



55 

同意第 3号 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任することについて、地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）第 423 条第 3項の規定により、議会の同意を求める。 

住  所  国東市国見町 

氏  名  矢部
や べ

 潔
きよし

生年月日   

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 委員の任期が、令和 6年 5月 18 日をもって満了するため、再任す

る必要があるので提出する。 
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同意第 4号 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任することについて、地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）第 423 条第 3項の規定により、議会の同意を求める。 

住  所  国東市国東町 

氏  名  安松
やすまつ

 英二
え い じ

 

生年月日  

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 委員の任期が、令和 6年 5月 18 日をもって満了するため、再任す

る必要があるので提出する。 



57 

同意第 5号 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任することについて、地方税法（昭和 25

年法律第 226 号）第 423 条第 3項の規定により、議会の同意を求める。 

住  所  国東市武蔵町

氏  名  成
なり

原
はら

 俊彦
としひこ

 

生年月日   

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 委員の任期が、令和 6 年 5 月 18 日をもって満了するため、再任する必

要があるので提出する。 



58 

同意第 6号 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任することについて、地方税法（昭和 25

年法律第 226 号）第 423 条第 3項の規定により、議会の同意を求める。 

住  所  国東市安岐町 

氏  名  栗林
くりばやし

 慎
しん

 

生年月日  

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 委員の任期が、令和 6 年 5 月 18 日をもって満了するため、次期委員を

任命する必要があるので提出する。 
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同意第 7号 

公平委員会委員の選任について 

 公平委員会委員に次の者を選任することについて、地方公務員法（昭和 25 年法律

第 261 号）第 9条の 2第 2項の規定により、議会の同意を求める。 

住  所  国東市国東町 

氏  名  末廣
すえひろ

 つゆ子
こ

 

生年月日  

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治

提案理由 委員の任期が、令和 6 年 5 月 18 日をもって満了するため、次期委員を

任命する必要があるので提出する。 
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同意第 8 号 

監査委員の選任について 

 監査委員に議員のうちから次の者を選任することについて、地方自治法（昭和 22

年法律第 67 号）第 196 条第 1項の規定により、議会の同意を求める。 

住  所  

氏  名  

生年月日  

  令和 6年 5月 15 日提出 

国東市長 松 井 督 治 

提案理由 議員のうちから選任する監査委員が欠員のため、新たに選任する必要が

あるので提出する。 




